
農林中金総合研究所は，農林漁業・環境

問題などの中長期的な研究，農林漁業・

協同組合の実践的研究，そして国内有数

の機関投資家である農林中央金庫や系

統組織および取引先への経済金融情報

の提供など，幅広い調査研究活動を通じ

情報センターとしてグループの事業を

サポートしています。

持ち主不明の金融資産

金融サービスは一般的に取引期間が長期にわたり，その間に利用者の住居移動など本人

の環境に様々な変化が起き，所在が分からなくなるリスクがあることは認識しておくこと

が必要だ。

米国の事例だが，現在，持ち主が所在不明となっている預金口座数は54万口座，その残

高は数億ドル（約数百億円）に上る。株式については300万人以上の株式保有者が所在不明

となっており，その株式価額は100億ドル（約１兆2,000億円）を超えると推定されている。

生命保険にいたっては保険契約の４分の１が支払い請求されないままになっているとい

う。http://www.unclaimedassets.com/ というインターネットサイトにその様子を見

ることが出来る。

これら持ち主不明の金融資産が発生する原因としては，住所変更届出漏れ，結婚や離婚

による姓名の変更届出漏れ，本人の死亡，金融機関側のコンピュータ誤処理や事務担当者

のミスなどが考えられている。なかでも一番多い原因は本人の死亡であり，その相続人た

る家族が被相続人の金融資産の存在を知らないことにあるらしい。都市化が進み，一人暮

らし世帯（単独世帯）が増えている社会の姿が背景にあるようだ。本人はいずれ自分の金

融資産を自分の子供たちに相続させようと考えていたかもしれないが，その意向と金融資

産の存在を伝えることなく死亡してしまうことが多いのだ。

日本でも米国と同様の事態が進行している可能性を示唆するデータがある。日本証券業

協会の本年（07年）４月の発表によれば，個人が保有するタンス株は231億株あり，それを

保有する個人株主は延べ1,300万人を超えるという。上場企業株券の電子化を控え，既に

所在不明株主の株式の現金化による整理も始まっている。また，都市化や高齢化の進行に

伴い単独世帯が増加しており，2005年国勢調査によると単独世帯は1,446万世帯と５年前

に比べて12.0％増加し，一般世帯の29.5％を占めるに至っている。米国と同様の事態が進

行する環境は十分そろっていると思われる。

ところで，持ち主不明の金融資産の取り扱いについて，米国と日本とでは違いがある。

米国では持ち主所在不明取引（休眠取引）として認定された金融資産はすべて国庫に移管

され，正当な所持人なり相続人の申し出を無期限に待ち続ける仕組みになっている。一方，

日本では休眠取引として認定されたあと一定期間経過後には金融機関（株式にあっては発行

企業）の収益に帰属する仕組みになっている。米国では，利用者保護の意識が高いことに

加えて，休眠取引が企業の収益に帰属することを良く思わない国民的風土があると言われ

ている。確かに金融サービス利用者の遺志を思うと，たとえ最終的に相続人が見つからな

いとしても，そのような金融資産は公的資産として福祉などの分野に利用されるような仕

組みが好ましい，と私自身感じる。

冷徹な市場原理の象徴として語られることの多い米国であるが，そこに息づく利用者保

護の意識の高さには学ぶべきものがあるように思う。

（（株）農林中金総合研究所取締役調査第二部長　都　俊生・みやことしお）

今 月 の 窓

99年4月以降の『農林金融』『金融市場』

『調査と情報』などの調査研究論文や，『農林

漁業金融統計』から最新の統計データがこの

ホームページからご覧になれます。

また，メールマガジンにご登録いただいた

方には，最新のレポート掲載の都度，その内

容を電子メールでお知らせするサービスを行

っておりますので，是非ご活用ください。

農中総研のホームページ http://www.nochuri.co.jp のご案内

＊2007年７月のHPから一部を掲載しております。「最新情報のご案内」や「ご意見コーナー」もご利用ください。

【農林漁業・環境問題】

・日豪FTAと日本の食料安全保障

・野菜を巡る最近の情勢

・林業の危機的状況の中で経営意欲をなくす

森林所有者の増大

――平成18年度森林組合員アンケート結果より――

・新潟県における経営安定対策への対応状況

・徳島県上勝町

――「彩(いろどり)の里」の希有の導き手と

元気なお年寄りたちの町起こし――

・日本の農地制度と農地政策

――その形成過程と改革の方向――

・企業の農業参入の現状と課題

――地域との連携を軸とする参入企業の実像――

・後期高齢者への依存強める日本農業

・スイス農業政策のEU対応

――EFTAから農産物FTAまで――

【協同組合】

・海外協同組合の動向

――クレディ・アグリコールにおける農業融資への取り組み――

【組合金融】

・他業態の各金融商品に対する取組姿勢の変化とその特徴

――農協信用事業動向調査結果から――

【国内経済金融】

・関東つくば銀行の個人リテール業務

・消費者物価指数の構成とその変動要因

・大都市の農地動向について

・労働環境の地域格差

――賃金と仕事の見つけやすさの動向――

【海外経済金融】

・バイオ燃料向け需要増を背景に穀物価格が急騰

～コスト高の影響から食品価格に転嫁の動きが強まる～

本誌に掲載の論文，資料，データ等の無断転載を禁止いたします。
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